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改正案 現行 

（日本工業規格Ａ４）

別紙様式第１号（第１条の５関係）                      （第１面） 

                    （略）                     

（第２面）

（表略） 

（記載上の注意） 

１～７ （略） 

８ 「住所」は、法人の場合は登記簿上の本店又は主たる事務所の所在地を、人格のない社団又は

財団の場合は主たる営業所等の所在地を、個人の場合は現住所（現住所において貸付けに関する

業務を営まない場合には、貸付けに関する業務に係る主たる営業所等の所在地）を記載するこ

と。なお、電話番号は、場所を特定する電話番号に限る。 

９ （略） 

（以下略）

（日本工業規格Ａ４）

別紙様式第１号（第１条の５関係）                      （第１面） 

                    （略）                     

（第２面）

（表略） 

（記載上の注意） 

１～７ （略） 

８ 「住所」は、法人の場合は登記簿上の本店又は主たる事務所の所在地を、人格のない社団又は

財団の場合は主たる営業所等の所在地を、個人の場合は現住所を記載すること。なお、電話番号

は、場所を特定する電話番号に限る。 

９ （略） 

 （以下略）
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改正案 現行 

（日本工業規格Ａ４）

別紙様式第６号（第 10条関係） 

（略）

廃 業 等 届 出 書 

 下記事由に該当することとなりましたので、貸金業法第10条第１項の規定により届け出ます。 

記 

１．（略） 

２．残貸付債権の状況及び債権回収方針 

（表略） 

（記載上の注意） 

１ 「うち施行令第１条の２第６号該当」には、次に掲げる貸付けに係る残貸付債権の合計額及

び債務者数の合計数を記載すること。 

①・②（略） 

③ 貸金業法施行令第１条の２第６号ハに掲げるものとして、同号に規定する会社等の同号ハ

に規定する親会社等を含む２以上の会社等が共同で営利を目的とする事業を営むための契約

に基づき他の会社等の経営を共同して支配している場合において、当該会社等が当該他の会

社等に対して行う貸付け 

２・３（略）

３．～６．（略） 

（日本工業規格Ａ４）

別紙様式第６号（第 10条関係） 

（略）

廃 業 等 届 出 書 

 下記事由に該当することとなりましたので、貸金業法第 10 条第１項の規定により届け出ます。

記

１．（略） 

２．残貸付債権の状況及び債権回収方針 

（表略） 

（記載上の注意）

１ 「うち施行令第１条の２第６号該当」には、次に掲げる貸付けに係る残貸付債権の合計額及

び債務者数の合計数を記載すること。 

   ①・②（略） 

   （新設） 

２・３（略）

３．～６．（略） 
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改正案 現行 

（日本工業規格Ａ４）
別紙様式第８号(第26条の29関係） 

事 業 報 告 書 

第  期 

 財務（支）   局長 
            殿 
         知事 

登録 財務（支）  局長 
届出者              （ ） 第  号 

                      番号        知事 
                      （郵便番号  ） 
                      住  所 
                           電話番号（  ）   － 

                      商  号 
                      又は名称 

                      氏  名                
                      （法人にあっては、代表者の氏名） 
                        法定代理人 
                        氏名、商号             
                        又は名称 

                      連絡者     所属 氏     名 
                            電話番号（  ）   － 

（日本工業規格Ａ４）
別紙様式第８号(第26条の29関係） 

事 業 報 告 書 

第  期 

 財務（支）   局長 
            殿 
         知事 

登録 財務（支）  局長 
届出者              （ ） 第  号 

                      番号        知事 
                      （郵便番号  ） 
                      住  所 
                           電話番号（  ）   － 

                      商  号 
                      又は名称 

                      氏  名                
                      （法人にあっては、代表者の氏名） 
                        法定代理人 
                        氏名、商号             
                        又は名称 

                      連絡者     所属 氏     名 
                            電話番号（  ）   － 

平成  年  月  日から

平成  年  月  日まで

平成  年  月  日から

平成  年  月  日まで
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改正案 現行 

１～７ （略） 

８ 資金調達の状況

  借 入 先 等       残         高     平均調達金利 

           百万円 ％

 １ 金 融 機 関  

２  関  係  会  社 

（金融機関を除く。） 

 ３ 事 業 会 社      

（信販・リース会社を含む。）

 ４ 個     人      

 ５ そ  の  他      

    社債・ＣＰ      

  合   計       

 自  己  資  金      

（法人の場合は自己資本）     

   資本金（法人）     

（記載上の注意）（略） 

９～14 （略）

１～７ （略） 

８ 資金調達の状況 

  借 入 先 等       残         高     平均調達金利 

           百万円 ％

 １ 金 融 機 関  

 ２ 関 係 会 社 

 ３ 事 業 会 社      

（信販・リース会社を含む。）

 ４ 個     人      

 ５ そ  の  他      

    社債・ＣＰ      

  合   計       

 自  己  資  金      

（法人の場合は自己資本）     

   資本金（法人）     

（記載上の注意）（略） 

９～14 （略） 
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改正案 現行 

（日本工業規格Ａ４）
別紙様式第８号の２(第26条の29の２関係） 

事 業 報 告 書 

第  期 

 財務（支）   局長 
            殿 
         知事 

登録 財務（支）  局長 
届出者              （ ） 第  号 

                      番号        知事 
                      （郵便番号  ） 
                      住  所 
                           電話番号（  ）   － 

                      名  称 

                      氏  名                
                      （法人にあっては、代表者の氏名） 

                      連絡者     所属 氏     名 
                            電話番号（  ）   － 

（日本工業規格Ａ４）
別紙様式第８号の２(第26条の29の２関係） 

事 業 報 告 書 

第  期 

 財務（支）   局長 
            殿 
         知事 

登録 財務（支）  局長 
届出者              （ ） 第  号 

                      番号        知事 
                      （郵便番号  ） 
                      住  所 
                           電話番号（  ）   － 

                      名  称 

                      氏  名                
                      （法人にあっては、代表者の氏名） 

                      連絡者     所属 氏     名 
                            電話番号（  ）   － 

平成  年  月  日から

平成  年  月  日まで

平成  年  月  日から

平成  年  月  日まで



6

改正案 現行 

１～７ （略） 

８ 資金調達の状況

  借 入 先 等       残         高     平均調達金利 

           百万円 ％

 １ 金 融 機 関  

２  関  係  会  社 

（金融機関を除く。） 

 ３ 事 業 会 社      

（信販・リース会社を含む。）

 ４ 個     人      

 ５ そ  の  他      

    社債・ＣＰ      

  合   計       

 自  己  資  金      

（法人の場合は自己資本）     

   資本金（法人）     

（記載上の注意）（略） 

９～18 （略）

１～７ （略） 

８ 資金調達の状況 

  借 入 先 等       残         高     平均調達金利 

           百万円 ％

 １ 金 融 機 関  

 ２ 関 係 会 社 

 ３ 事 業 会 社      

（信販・リース会社を含む。）

 ４ 個     人      

 ５ そ  の  他      

    社債・ＣＰ      

  合   計       

 自  己  資  金      

（法人の場合は自己資本）     

   資本金（法人）     

（記載上の注意）（略） 

９～18 （略） 
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改正案 現行 

（日本工業規格Ａ４）
別紙様式第８号の３(第26条の29の２関係） 

事 業 報 告 書 

第  期 

 財務（支）   局長 
            殿 
         知事 

登録 財務（支）  局長 
届出者              （ ） 第  号 

                      番号        知事 
                      （郵便番号  ） 
                      住  所 
                           電話番号（  ）   － 

                      名  称 

                      氏  名                
                      （法人にあっては、代表者の氏名） 

                      連絡者     所属 氏     名 
                            電話番号（  ）   － 

（日本工業規格Ａ４）
別紙様式第８号の３(第26条の29の２関係） 

事 業 報 告 書 

第  期 

 財務（支）   局長 
            殿 
         知事 

登録 財務（支）  局長 
届出者              （ ） 第  号 

                      番号        知事 
                      （郵便番号  ） 
                      住  所 
                           電話番号（  ）   － 

                      名  称 

                      氏  名                
                      （法人にあっては、代表者の氏名） 

                      連絡者     所属 氏     名 
                            電話番号（  ）   － 

平成  年  月  日から

平成  年  月  日まで

平成  年  月  日から

平成  年  月  日まで
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改正案 現行 

１～７ （略） 

８ 資金調達の状況

  借 入 先 等       残         高     平均調達金利 

           百万円 ％

 １ 金 融 機 関  

２  関  係  会  社 

（金融機関を除く。） 

 ３ 事 業 会 社      

（信販・リース会社を含む。）

 ４ 個     人      

 ５ そ  の  他      

    社債・ＣＰ      

  合   計       

 自  己  資  金      

（法人の場合は自己資本）     

   資本金（法人）     

（記載上の注意）（略） 

９～16 （略）

（以下略）

１～７ （略） 

８ 資金調達の状況 

  借 入 先 等       残         高     平均調達金利 

           百万円 ％

 １ 金 融 機 関  

 ２ 関 係 会 社 

 ３ 事 業 会 社      

（信販・リース会社を含む。）

 ４ 個     人      

 ５ そ  の  他      

    社債・ＣＰ      

  合   計       

 自  己  資  金      

（法人の場合は自己資本）     

   資本金（法人）     

（記載上の注意）（略） 

９～16 （略） 

（以下略）


